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電事連会長 定例会見要旨  

（2022 年 7 月 15 日）  

 

電事連会長の池辺です。よろしくお願いいたします。  

 

本日、私からは「足下の電力需給状況及び節電のお願いと、中長期的な供給力

確保」について申し上げます。  

 

＜足下の電力需給及び節電のお願い＞  

6 月末には、東京電力エリアをはじめ、東日本エリアにおける電力需給のひっ

迫に伴い、お客さまをはじめ、広く社会の皆さまに大変なご迷惑とご心配をおか

けいたしました。6 月としては異例の暑さにより電力需要が大幅に増大したこと

などから、電力需給が非常に厳しい状況となり、6 月 26 日から 30 日にかけて、

国から「需給ひっ迫注意報」が発令されました。  

 

そのため、節電のお願いをさせていただくこととなり、多くの皆さまにご協力

をいただきました。この場をお借りして厚く御礼を申し上げます。報道機関の皆

さまにも、ニュースや紙面を通じて、節電のご協力の呼びかけを行っていただき、

深く感謝申し上げます。  

 

その後、7 月に入っても気温が高い状況が続いておりますが、検査のために停

止していた火力発電所や揚水発電所が供給力として復帰するとともに、kW 公募、

kWh 公募で落札された電源等の運用も開始されております。また、火力や水力

に加えまして、原子力発電所の戦列復帰も進んでおり、今月 13 日には、九州電

力玄海原子力発電所 4 号機が送電を開始し、現在、徐々に出力を上げて順調に

運転しております。また、まさに本日、関西電力大飯発電所 4 号機も原子炉を起

動する予定です。さらに 8 月中旬には美浜発電所 3 号機が、特定重大事故等対

処施設の運用を開始して運転を再開するなど、さらなる供給力の積み増しが行

われる見込みです。引き続き、供給力の確保にむけ、設備のメンテナンスや燃料

の確保に、全力で取り組んでまいります。  
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一方、節電に関心をお持ちいただき、そのインセンティブを高めるデマンドリ

スポンスメニューのご提供や、需給ひっ迫に備えた情報発信の準備など、需要側

での対策も進めているところです。昨日お知らせしておりますが、私どものホー

ムページでも、皆さまに取り組んでいただきやすい節電方法や、供給面での私ど

もの対策もお示しするとともに、電力各社のホームページへのリンクを貼るな

ど、電力需給や節電に関する情報を、一元的にご覧いだける特設ページの運用を

開始いたしました。また節電方法については、パンフレットとしてダウンロード

いただけるようにするとともに、SNS を活用して、皆さまにもお知らせしてい

きたいと考えております。  

 

今後、節電や省エネに向けては、より効率のいい省エネ機器への更新や、建物

の高気密化、高断熱化が重要になってくると考えております。現在、国土交通省

では、既存住宅におけるエネルギー消費効率の改善と低炭素化を促進するため、

高性能な建材を用いた断熱改修の支援が行われております。例えば、リフォーム

時に、高性能建材であるガラス・窓・断熱材・玄関ドアの改修を行う場合には、

補助金が出るケースもあります。こういった取り組みは、快適性の向上のみなら

ず、節電・省エネによりエネルギーコストを低減するメリットも同時に得られる

ものであり、社会の皆さまにも取り組んでいただきやすい対策ではないかと考

えております。電力需給において、夏よりも厳しい見通しが示されている冬まで

には、まだ少し時間がありますので、ぜひご検討いただきたいと思います。  

 

冬につきましては、来年 1 月には東北から九州の 8 エリアで安定供給に最低

限必要となる予備率 3％を下回るなど、厳しい見通しが示されております。万一、

ウクライナ情勢の影響により、ロシアからの燃料調達が途絶えるような事態と

なれば、状況はさらに悪化いたします。私どもとしても強い危機感を持って、供

給側、需要側、双方の対策に最大限取り組んでまいります。  

 

＜原子力の活用＞  

また、国が取りまとめた「2022 年度の電力需給に関する総合対策」では、前

http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/pdf/kaiken_s_20220715.pdf


 

 

-3- 

述の夏や冬の需給対策に加えて、地元の理解を前提に、安全性が確保された原子

力の最大限の活用や、発電事業の在り方を含めた持続的な発電事業を可能とす

る制度環境の検討を早急に進めるとされております。  

 

原子力については、個々のプラントが再稼働に至るまでに要する時間につい

て、一概には申し上げられないものの、まずは事業者自らが、早期再稼働に向け

て最大限努力してまいります。もちろん、何よりも安全性の確保が大前提であり、

引き続き、新規制基準への対応のみならず、自主的安全性向上に、真摯に対応し

てまいります。また、規制側、事業者側の双方がコミュニケーションを適切に行

いながら、審査を効率的に進めていくことが必要であると考えております。さら

に、発電所の状況や安全性向上の取り組み等について、立地地域をはじめ、広く

社会の皆さまに、丁寧に分かりやすくご説明していくことで、信頼の回復に努め

ながら、安全を大前提とした早期の再稼働への取り組みに万全を期してまいり

ます。  

 

＜中長期的な供給力の確保＞  

さらに、今後の中長期的な供給力の維持・拡大を図るためには、電力自由化が

進む中にあっても、既設発電所の活用や新規投資の拡大を促し、魅力的な発電事

業を実現する具体的な仕組みの検討が非常に重要です。現在、国の審議会では、

容量市場の一部として、脱炭素電源の容量を長期にわたって確保する「長期脱炭

素電源オークション」について議論されており、昨日、中間とりまとめが行われ

ております。  

 

このオークションは、電源の建設に要する時間や、20 年という長期間を念頭

に固定収入を得られる仕組みとして検討されていることを考慮すれば、2050 年

カーボンニュートラルと電力の安定供給の両立に向けて重要な仕組みになると

考えております。  

 

今後も、詳細な論点について検討が進められることとなっておりますが、電気

事業者としては、電源投資に関して、投資回収の予見性が確保されることが重要
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であると考えており、そういった観点を踏まえて、引き続き、検討に協力してま

いります。  

 

本日、私からは以上です。  

 

 

以 上  




















